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健康福祉局機構図（平成21年６月３日現在）

健康福祉局長
立花 正人

総務課長
畑澤 健一

担当課長
伊藤 和人

副局長
（総務部長兼）

岡田 輝彦

担当理事（兼）
大浜 悦子

担当理事
（保健医療医務監）

豊澤 隆弘

課長補佐（庶務係長）
上條 浩

担当係長
石井 邦道

経理係長
佐藤 泰輔

厚生係長
柿沼 浩二

職員係長
小川  真美

担当係長（施設整備監査担当）
青木 淳

担当係長
長谷川耕太

課長補佐（担当係長）
石倉 保男

担当係長
秋山 直之

担当係長
髙橋 啓

担当係長
後藤 弘

担当係長（墓地調整担当）
池田 進

担当係長
志村 洋一

相談調整課長
青木 史郎

監査課長
中村 順

職員課長
大森 健志
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課長補佐（企画係長）
岡ノ谷雅之

課長補佐（担当係長）
梅澤 厚也

担当係長
佐藤亜希子

担当係長
小松 利行

企画部長
鈴木 猛史

医療政策課長
新井 勉

担当課長（地域医療担当）
井上 弘毅

担当課長
（救急・災害医療担当）

山田 裕之
＜安全管理局

危機管理課担当課長兼＞

担当課長
倉持ｼﾞｮﾝﾛﾊﾞｰﾄｶｰ

担当課長
（みなと赤十字病院

調整担当）
桐原 和博

＜病院経営局総務部経営経理課
みなと赤十字病院調整担当課長
兼＞

担当係長
早川 啓太

担当係長
山本 憲司

担当係長
大津 豪

課長補佐
（みなと赤十字病院調整担当係長）

市瀬 哲郎
＜病院経営局総務部経営経理課
みなと赤十字病院調整担当係長兼＞

課長補佐（担当係長）（兼）
石井 淳

＜こども青少年局こども福祉保健部
障害児福祉保健課障害児者医療調整担当
係長＞

担当係長
川合 正陳

企画課長
本吉 究

担当課長
齋藤 優子

担当係長
橋本 雅子

担当係長
井上不二夫
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担当係長
中山 真一

課長補佐（担当係長）
平田 真吾
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担当係長
佐藤 祐子

課長補佐（担当係長）
日向 正人

地域支援課長
仲嶋 正幸

地域福祉保健部長
山本 一郎

福祉保健課長
藤沼純一郎

担当課長
（福祉保健ｾﾝﾀｰ担当）

滝澤 申陸
担当課長（人材育成担当）

福石 貞子

課長補佐（担当係長）
渡辺 文夫
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高齢者医療係長
雨堤 崇

課長補佐（保険料係長）
鈴木 卓

担当係長（収納対策担当）
佐藤 修一

福祉医療係長
岩澤 健司

事務係長
輿石 全一

課長補佐（保護係長）
霧生 哲央

担当係長（生活保護指導担当）
田子 明子

担当係長（寿地区対策担当）
神谷 直彦

担当係長（後期高齢者医療制度担
当）

古石 正史

国民年金係長
北嶋 広志

生活福祉部長
岸村 英憲

担当部長
（保護担当）

横山 清隆

保護課長
巻口 徹

担当課長（援護対策担当）
中島 隆雄

担当課長
（寿地区対策担当）

黒岩 清隆

担当係長（生活保護ｼｽﾃﾑ担当）
洲崎 正晴

資格給付係長
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保険年金課長
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課長補佐（特定健診等担当係長）

坪山 清美

担当係長（援護対策担当）
和田 哲弥

担当係長（援護対策担当）
佐々木 淳

課長補佐（管理係長）
細野 昭正

課長補佐（収納対策担当係長）
畑岸 眞哉

医療援助課長
堀内 俊幸

課長補佐
（後期高齢者医療制度担当係長）

橋本 康一

担当係長（保険年金システム担当）

山田 伸也

担当係長（後期高齢者医療制度担
当）

瀬谷 直幹
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障害福祉部長
菊地 武廣

課長補佐（戸塚福祉授産所長）
関 秀夫

事業支援係長
髙橋 智一

課長補佐（南福祉授産所長）
小林 和夫

福祉授産所

鶴見福祉授産所長
鈴木 利夫

中福祉授産所長
小林 博

在宅支援係長
鈴木 和男

課長補佐（港北福祉授産所長）
美代川久一

整備推進係長
古川 浩

担当係長
山田 実

障害支援課長
齋藤 聖

障害企画課長
松田 米生

企画調整係長
大山 弘三

就労支援係長
國分 忠博

障害福祉課長
細野 博嗣

担当係長
髙木 美岐

給付支援係長
佐渡美佐子

地域活動支援係長
髙島 友子

生活支援係長
大木 克之

課長補佐（障害支援係長）
新井 千秋
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審査係長
廣瀬 陽一

相談係長
坪井 峰代

担当係長
佐藤 拓

知的障害者生活介護型施設

事務係長
楠部 龍哉

相談援助係長
田畑 健司

担当係長
鈴木志麻子

救急医療係長
新海 隆生

松風学園長
荒木 和彦

担当部長
（障害者更生相談所長）

髙岡 徹

担当係長
妹尾 昌治

入所支援第二係長
江原 顕

入所支援第一係長
石神 光

担当係長
松崎美智子

課長補佐（地域支援係長）
吉岡 明彦

管理係長
岩崎 正裕

担当係長
早川 和宏

担当部長
（こころの健康相談センター長）

白川 教人
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高齢健康福祉部長
小川 浩之

計画調整係長
谷口 千尋

担当係長（高齢施設整備担当）

渡辺 将

担当係長（高齢施設整備担当）

松村 健也

担当係長
水野 直樹

施設整備係長
作山 一隆

担当係長
佐藤 一

高齢在宅支援課長
勝澤 昭

養護老人ホーム

恵風ホーム所長
芝崎 正雄

名瀬ホーム所長
花里 典廣

高齢施設課長
宮口 廣隆

担当課長（高齢施設整備担当）

小林 進

生きがい係長
氏家 亮一

課長補佐（副所長）
津留 光行

課長補佐（担当係長）
田中 弘子

課長補佐（在宅支援係長）
福島 敦

担当係長
小田澤 昇

高齢健康福祉課長
杉本 英和

課長補佐（介護予防担当係長）
吉岡喜美子

担当係長（介護予防担当）
樋田美智子

課長補佐（施設運営係長）
下村 晶

課長補佐（副所長）
中斉 秀一

担当課長（担当係長）
西川美智子

担当係長（高齢施設整備担当）

安達 友彦
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担当部長（健康安全課長）（兼）

修理 淳
担当課長（健康危機管理担当）

土田 賢一

居住衛生係長
吉田 匡史

健康安全部長
堀 誠次

担当部長（監視等担当）
宮﨑 保典

担当部長
（健康安全医務監）

修理 淳
担当部長
（医療安全医務監・こども保健医務監）

鈴木 敏旦
＜こども青少年局総務部担当部長兼＞

担当部長
（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策担
当）

岩田 眞美
担当部長（施設等担当）

磯貝 康正
担当部長（兼）
（健康安全担当）

安孫子理恵
＜神奈川区福祉保健
センター医務担当部長＞
担当部長（兼）
（健康安全担当）

里見 正宏
＜緑区福祉保健
センター医務担当部長＞
担当部長(兼）
（健康安全担当）

富田 千秋
＜瀬谷区福祉保健
センター医務担当部長＞

介護保険課長
松本 均

環境衛生係長
川崎 俊明

担当係長
中村 秀夫

担当係長（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策担当）

奥江 展久

担当係長
岡村慎一郎

担当係長（健康危機管理担当）

市川 英毅

担当係長
髙橋 陽子

事業指導室長
児玉 宣雄

課長補佐（担当係長）
坂口 孝則

担当係長
長崎 威

担当係長（健康危機管理担当）

松野 桂

担当係長
青木 匡史

担当係長
御小柴朋子

担当係長
大門 忠和

担当係長
落合加恵子

担当係長
粟屋しらべ

担当係長
壺井 達幸

生活衛生課長
桃井 宏之

<安全管理局
危機管理課担当課長兼> 担当係長

坂井 雄太
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医療安全課長
斉藤 久司

担当課長（兼）
長原 真理

＜磯子区福祉保健
センター医務担当課長＞

食品衛生課長
横溝 力男

担当課長
（動物愛護センター整備担当）

濵名 和雄

担当課長（畜犬センター所長）

笹野 哲雄
担当係長

待永 直昭

担当係長（医療監視等担当）

大久保志保

担当係長
（動物愛護センター整備担当）

浅野 昌弘

動物保護管理係長
鈴木 正弘

課長補佐
（動物愛護センター整備担当係長）

俵 一郎

食品監視係長
中島 勉

課長補佐（担当係長）
吉野 友章

＜生活衛生課長、食品衛生課長、環境衛生係長、居住衛生係長、生活衛生課担当係
長、食品衛生係長、食品監視係長及び食品監視係担当係長は健康安全課健康危機
管理担当を兼務＞

担当係長
北村 秀一

担当係長（医療監視等担当）

石津雄一郎

課長補佐（担当係長）
小川 信也

担当係長（医療安全相談担当）
船山 和志

担当係長
鈴木 祐子

担当係長（医療監視等担当）

小林 一郎

課長補佐（食品衛生係長）
保 英樹
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環境施設課長
中川 一人

中央卸売市場本場食品衛
生検査所長

渡辺 洋一

保健事業課長
林 昭宏

担当部長（保健事業課担当課長）

鎌谷 研三
担当部長（保健事業課担当課長）

大貫 浩子
担当課長

松岡 慈子
担当課長（事業推進担当）

木村 博和
担当課長（兼）

秋元 政博
＜磯子区福祉保健

センター医務担当課長＞

担当係長
金子 仁美

担当係長
中出 純子

久保山斎場長
永塚 政孝

担当係長（久保山斎場担
当）

木村 誠

南部斎場長
小山 和久

担当係長（南部斎場担当）
印南 信雄

施設係長
高橋 英明

担当係長
相澤 義昭

課長補佐（担当係長）
西野 均

担当係長
五十嵐吉光

担当係長
北見 和徳

課長補佐（担当係長）
小西美香子

担当係長
酒井 敬介

担当係長
渡邉 勝廣

課長補佐（担当係長）
米岡由美恵

北部斎場長
山田 康浩

担当係長（北部斎場担当）
菊地 省三

担当課長（担当係長）
樋ケ 敏朗

担当課長（戸塚斎場長）
石川 實

斎場
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担当部長（食肉衛生検査所長）

露崎 隆司
副所長

野村 泰弘

環境衛生係長
川崎 俊明

居住衛生係長
吉田 匡史

担当係長
刈込 髙子

担当係長
岡村慎一郎

担当係長
御小柴朋子

担当係長
青木 匡史

担当係長
坂井 雄太

担当係長（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策担当）

奥江 展久

担当部長（中央卸売市場南部

市場食品衛生検査所長）

長岡 登

担当係長（健康危機管理担当）

松野 桂

担当係長（健康危機管理担当）

市川 英毅

課長補佐（担当係長）
小須田 久

保健所長
大浜 悦子

担当理事（保健医療医務
監）

豊澤 隆弘

＜生活衛生課長、食品衛生課長、環境衛生係長、居住衛生係長、居住衛生係担当係
長、食品衛生係長、食品監視係長及び食品監視係担当係長は健康安全課健康危機
管理担当を兼務＞

担当係長
原 みゆき

担当係長
佐藤 和彦

課長補佐（担当係長）
半澤 浩幸

担当係長
毛利 一也

健康安全部長
堀 誠次

担当部長（監視等担当）
宮﨑 保典

担当部長
（健康安全医務監）

修理 淳
担当部長
（医療安全医務監・こども保健医務監）

鈴木 敏旦
＜こども青少年局総務部担当部長兼＞

担当部長
（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策担
当）

岩田 眞美
担当部長（施設等担当）

磯貝 康正
担当部長（兼）
（健康安全担当）

安孫子理恵
＜神奈川区福祉保健
センター医務担当部長＞
担当部長（兼）
（健康安全担当）

里見 正宏
＜緑区福祉保健
センター医務担当部長＞
担当部長(兼）
（健康安全担当）

富田 千秋
＜瀬谷区福祉保健
センター医務担当部長＞

担当部長（健康安全課長）（兼）

修理 淳
担当課長（健康危機管理担当）

土田 賢一

生活衛生課長
桃井 宏之

<安全管理局
危機管理課担当課長兼>

＜保健所職員は、健康安全部及び１８区福祉保健センターが兼務＞
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動物保護管理係長
鈴木 正弘

担当係長
（動物愛護センター整備担当）

浅野 昌弘

担当係長（医療監視等担当）

小林 一郎

課長補佐
（動物愛護センター整備担当係長）

俵 一郎

担当係長（医療安全相談担当）
船山 和志

課長補佐（担当係長）
小川 信也

食品衛生課長
横溝 力男

担当課長
（動物愛護センター整備担当）

濵名 和雄
食品監視係長

中島 勉

課長補佐（担当係長）
吉野 友章

担当係長
北村 秀一

担当係長（医療監視等担当）

石津雄一郎

課長補佐（食品衛生係長）
保 英樹

担当係長
鈴木 祐子

医療安全課長
斉藤 久司

担当課長（兼）
長原 真理

＜磯子区福祉保健
センター医務担当課長＞

こども家庭支援課長 こども家庭係長
担当係長

生活衛生課長 食品衛生係長
環境衛生係長

高齢・障害支援課長 高齢・障害係長
担当係長

福祉保健課長福祉保健センター長
センター担当部長
担当部長（兼）（保健担当）

担当係長（医療監視等担当）

大久保志保

運営企画係長
担当係長（事業企画担当）
健康づくり係長
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検査研究課長
池淵 守

担当課長（検査研究担当）
日高 利夫

感染症・疫学情報課長
（兼）

土田 賢一

担当係長
髙津 和弘

担当係長
田中 良知

担当係長
山口 正

課長補佐（担当係長）
前橋 昌幸

課長補佐（管理係長）
本多 隆之

担当係長
上原 早苗

課長補佐（担当係長）
渡部健二朗

課長補佐（担当係長）
野口 有三

担当係長
田中 康夫

衛生研究所長
蔵田 英志

管理課長
橋本 寿晴

担当課長（機能強化担当）
小黒 大治

担当係長
武藤 哲典
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健康福祉局事務分掌 

 

総 務 部 

総 務 課 

(1) 局内の文書に関すること。 

(2) 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

(3) 社会福祉、保健及び衛生に係る褒章及び表彰に関すること。 

(4) 局の危機管理に関すること。 

(5) 局内の予算及び決算に関すること 

(6) 局内の財産管理に関すること。 

(7) 他の部、課の主管に属しないこと。 

 

職 員 課 

(1) 局所属職員等の研修に関すること。 

(2) 局所属職員の福利厚生及び衛生管理に関すること。 

(3) 局所属職員等の人事に関すること。 

(4) 局所属職員の給与その他の勤務条件その他労務に関すること。 

(5) 局内の組織に関すること。 

 

相談調整課 

(1) 横浜市福祉調整委員会が受けた苦情申立て等に関すること。 

(2) その他横浜市福祉調整委員会に関すること。 

(3) 墓地等の設置に係る紛争解決のためのあっせんに関すること。 

(4) 横浜市墓地等設置紛争調停委員会に関すること。 

 

監 査 課 

(1) 社会福祉に係る事業等の監査に係る企画及び連絡調整に関すること(こども青

少年局総務部監査課の主管に属するものを除く。以下この部中同じ。) 。 

(2) 社会福祉法人の設立、定款変更、解散、合併の認可等に関すること。 

(3) 社会福祉法人の監査その他の指導及び監督に関すること。 

(4) 社会福祉法人の改善命令、業務停止命令、役員解職の勧告及び解散命令に関す

ること。 

(5) 社会福祉施設、介護老人保健施設等の施設に係る事業その他の社会福祉事業の

監査に関すること。 

(6) 社会福祉施設その他の施設の建設に対する助成についての検査等に関するこ

と。 

(7) 特に命ぜられた監査その他の指導及び監督に関すること。 

 

企画部 

 企画課 

(1) 社会福祉、保健及び衛生に係る総合的な企画、調整及び調査研究に関すること。 

(2) 社会福祉、保健及び衛生に係る統計及び情報の収集に関すること（ 他の部、

課の主管に属するものを除く。） 。 
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(3) 横浜市社会福祉審議会に関すること。 

(4) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

医療政策課 

(1) 医療政策の総合調整に関すること。 

(2) 地域医療に関すること。 

(3) 救急医療に関すること。 

(4) 医療団体に関すること（他の部、課の主管に属するものを除く。）。 

(5) 医療従事者の確保に関すること。 

(6) 地域中核病院の整備等に関すること。 

(7) 横浜市立みなと赤十字病院との調整に関すること。 

(8) 横浜市病院事業が経営する病院、公立大学法人横浜市立大学附属病院及び附属

市民総合医療センター並びに地域中核病院が提供する医療等に係る調整に関する

こと。 

(9) 港湾病院の精算業務に関すること。 

 

地域福祉保健部 

福祉保健課 

(1) 地域福祉保健推進施策の調整に関すること。 

(2) 地域福祉保健計画の推進に関すること。 

(3) 福祉のまちづくりの推進に関すること。 

(4) 横浜市福祉のまちづくり推進会議に関すること。 

(5) 福祉保健センターにおける福祉保健施策の推進に係る連絡調整に関すること。 

(6) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会に関すること（障害福祉部の主管に属する

ものを除く。）。 

(7) 社会福祉法人区社会福祉協議会等に関すること。 

(8) 地域福祉保健に係る人材育成に関すること（ 他の部の主管に属するものを除

く。） 。 

(9) 成年後見制度及び地域福祉に係る権利の擁護に関すること（他の部の主管に属

するものを除く。） 。 

(10) 日本赤十字社及び赤十字奉仕団に関すること。 

(11) 災害救助に関すること。 

(12) 災害時要援護者避難支援事業に関すること。 

(13) その他地域福祉保健に関すること。 

(14) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

地域支援課 

(1) 民生委員及び横浜市民生委員推薦会に関すること。 

(2) 地域包括支援センターの設置及び運営管理の総合調整に関すること。 

(3) 地域ケアプラザの整備及び運営管理の総合調整に関すること。 

(4) 福祉保健活動拠点の整備及び運営管理の総合調整に関すること。 

(5) 横浜市社会福祉センター及び福祉保健研修交流センターウィリング横浜の運

営管理に関すること。 
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生活福祉部 

保 護 課 

(1) 生活保護等に係る事務の企画、運営、指導その他生活保護法(昭和 25 年法律

第144 号) の施行に関すること。 

(2) 保護施設の設置の認可並びに当該施設の休止及び廃止の認可に関すること。 

(3) 保護施設の改善命令、事業停止命令、認可の取消しその他の指導及び監督に関

すること。 

(4) 生活困難者に対する事業及び隣保事業に係る社会福祉施設(保護施設を除く。) 

及び社会福祉事業( 以下この部中「施設等」という。) の開始、変更及び廃止の

許可等に関すること。 

(5) 施設等の改善命令、事業停止命令、許可の取消しその他の指導及び監督に関す

ること。 

(6) 保護施設及び施設等の経営に必要な資金を得るための寄附金の募集の許可に

関すること。 

(7) 私立の保護施設の助成に関すること。 

(8) 市立の保護施設( 授産所を除く。) の企画、設置及び運営管理に関すること。 

(9) 保護施設の法外扶助に関すること。 

(10) 生活保護世帯の法外援護に関すること。 

(11) 保護統計調査に関すること。 

(12) 行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関すること。 

(13) 医療券等の審査に関すること。 

(14) 生活保護法に基づく指定介護機関、指定医療機関等に関すること。 

(15) 被保護者の就労支援に関すること。 

(16) 原子爆弾被爆者の福祉に関すること。 

(17) 戦傷病者、戦没者遺族、中国帰国者等の援護に関すること。 

(18) 財団法人寿町勤労者福祉協会に関すること。 

(19) 寿地区対策に関すること。 

(20) ホームレスの自立支援に関すること。 

(21) 寿福祉プラザの管理に関すること。 

(22) 障害者のいる世帯等に係る水道料金減免事務の調整に関すること。 

(23) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

保険年金課 

(1) 国民健康保険及び国民年金( 特定障害者に係る特別障害給付金を含む。以下こ

の部中同じ。) の事務の企画及び運営に関すること。 

(2) 国民健康保険被保険者の資格の得喪及び賦課徴収に係る総合調整に関するこ

と。 

(3) 国民健康保険給付に関すること。 

(4) 国民健康保険及び国民年金の統計調査、事業報告等に関すること。 

(5) 国民健康保険制度及び国民年金制度の広報に関すること。 

(6) 区役所における国民健康保険及び国民年金の事務の指導及び連絡に関するこ

と。 

(7) 国民健康保険関係職員の研修に関すること。 

(8) 横浜市国民健康保険運営協議会及び横浜市国民健康保険障害児育児手当金障
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害程度審査委員会に関すること。 

(9) 国民健康保険団体連合会に関すること。 

(10) 国民健康保険に係る特定健康診査及び特定保健指導に関すること。 

 

医療援助課 

(1) ひとり親家庭等の医療費助成事業に関すること。 

(2) 小児の医療費助成事業に関すること。 

(3) 重度心身障害者の医療費援助事業に関すること。 

(4) 身体障害者の更生医療給付に関すること。 

(5) 児童の医療給付等に関すること。 

(6) 重度障害者介護保険利用者負担助成事業に関すること。 

(7) 後期高齢者医療事業及び老人保健医療事業に関すること。 

(8) 神奈川県後期高齢者医療広域連合に関すること。 

(9) その他医療費助成に関すること( 他の課の主管に属するものを除く。) 。 

 

障害福祉部 

障害企画課 

(1) 障害者及び障害児に係る一貫した施策の企画及び調整に関すること。 

(2) 障害者及び障害児の福祉の推進に関すること（こども青少年局こども福祉保健

部の主管に属するものを除く。）。 

(3) 横浜市障害者施策推進協議会に関すること。 

(4) 横浜市精神保健福祉審議会に関すること。 

(5) 障害者福祉施設及び障害者福祉事業の経営に必要な資金を得るための寄附金

の募集の許可に関すること。 

(6) 障害者の就業支援に関すること。 

(7) 横浜市福祉授産所等における受注、契約、工賃請求及び領収並びに当該授産所

等への支払に関すること。 

(8) 地域作業所等に対する作業のあっせんに関すること。 

(9) 障害者福祉サービスに関する広報及び福祉サービスの情報提供に関すること

（こども青少年局こども福祉保健部の主管に属するものを除く。）。 

(10) 障害者自立支援法（以下この項中「法」という。）に係る事務の企画及び運用

に関すること。  

(11) 発達障害者支援法に関すること（こども青少年局こども福祉保健部の主管に属

するものを除く。）。 

(12) 市立の障害者施設の整備に関すること。 

(13) 私立の障害者施設及び障害者地域活動ホームの建設に対する助成に関するこ

と。 

(14) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

障害福祉課 

(1) 特別障害者手当等及び在宅心身障害者手当に関すること。 

(2) 心身障害者扶養共済事業に関すること。 

(3) 障害者の移動支援に関すること。 

(4) 手話通訳の派遣に関すること。 
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(5) 横浜市障害者研修保養センターの運営管理に関すること。 

(6) 横浜市障害者スポーツ文化センターの運営管理に関すること。 

(7) 障害者のスポーツ及び文化活動の推進に関すること。 

(8) 後見的支援を要する障害者の支援に関すること。 

(9) 法に基づく介護給付費のうち、居宅介護、重度訪問介護、重度障害者等包括支

援及び行動援護に係る事務に関すること。 

(10) 法に基づく補装具費の支給に係る事務に関すること。 

(11) 法に基づく地域生活支援事業のうち、移動支援サービス、日常生活用具給付等、

障害者入浴サービス、コミュニケーション支援及び相談支援に係る事務に関する

こと。 

(12) 法に基づく自立支援医療費（精神障害者の通院医療に係るものに限る。）その

他の精神障害者に係る医療費の公費負担に関すること（横浜市こころの健康相談

センターの主管に属するものを除く。）。 

(13) 障害者の生活環境の整備に関すること。 

(14) 特別乗車券に関すること。 

(15) その他障害者個人に対する給付に関すること(他の局、部、課の主管に属する

ものを除く。)。 

(16) その他障害者団体に関すること(他の局、部、課の主管に属するものを除く。)。 

 

障害支援課 

(1) 市立の障害者施設に関すること（障害企画課の主管に属するものを除く。）。 

(2) 横浜市障害者更生相談所及び横浜市こころの健康相談センターとの連絡調整

に関すること。 

(3) 障害者施設の設置の認可等並びに当該施設の休止及び廃止の承認等に関する

こと。 

(4) 障害者施設への措置、措置費及び法外扶助に関すること。 

(5) 横浜市総合リハビリテーションセンターの運営管理に関すること。 

(6) 障害者施設の指導及び調整に関すること。  

(7) 社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団に関すること。 

(8) 精神科病院の実地指導に関すること。 

(9) 医療社会事業に関すること。 

(10) その他精神保健及び精神障害者福祉に関すること (他の局、部、課の主管に属

するものを除く。)。 

(11) 法に基づく介護給付費のうち、生活介護、短期入所、共同生活介護、施設入所

支援及び療養介護に係る事務に関すること。 

(12) 法に基づく訓練等給付費に係る事務に関すること。 

(13) 法に基づく地域生活支援事業のうち、地域活動支援センター及び日中一時支援

に係る事務に関すること。 

(14) 自立生活アシスタントに関すること。 

(15) 障害者地域活動ホーム及び小規模通所施設に関すること。 

(16) 精神障害者の退院促進支援に関すること。 

(17) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会障害者支援センターの事業に関すること。 
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高齢健康福祉部 

高齢健康福祉課 

(1) 高齢者福祉に係る企画及び調整に関すること。 

(2) 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画並びに市町村整備計画に関するこ

と。 

(3) 老人クラブに関すること。 

(4) 老人福祉センター等に関すること。 

(5) 横浜市高齢者保養研修施設の運営管理に関すること。 

(6) その他高齢者の福祉に関すること( 他の課の主管に属するものを除く。) 。 

(7) 部内他の課、室の主管に属しないこと。 

 

高齢在宅支援課 

(1) 在宅の要援護高齢者等の福祉に関すること( 他の課の主管に属するものを除

く。) 。 

(2) 在宅の要援護高齢者等の保健事業その他地域看護業務に関すること（他の課の

主管に属するものを除く。） 。 

(3) 高齢者の介護予防事業に関すること。 

(4) 高齢者等の包括的支援事業に関すること（ 他の課の主管に属するものを除

く。） 。 

(5) 介護予防拠点の整備に対する助成等に関すること。 

(6) 居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者及び訪問看護ステーション事業者の

支援及び育成に関すること。 

(7) 社会福祉法人横浜市福祉サービス協会に関すること。 

 

高齢施設課 

(1) 介護保険施設への指導及び調整に関すること。 

(2) 短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護を実施する

事業者（ いずれも予防給付に係るものを含む。） への指導及び調整に関すること。 

(3) 地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護を実施する事業者への指導、調整、改善勧告及び改善命令に関すること。 

(4) 生活支援短期入所生活介護に関すること。 

(5) 老人福祉法( 昭和 38 年法律第 133 号) に基づく事業及び施設に係る許可等

に関すること( 他の課の主管に属するものを除く。) 。 

(6) 老人福祉施設への措置及び措置費並びに法外扶助に関すること。 

(7) 市立の老人福祉施設に関すること( 他の課の主管に属するものを除く。） 。 

(8) 老人福祉施設の建設に対する助成に関すること。 

(9) 介護保険施設( 介護老人福祉施設を除く。) の建設に対する助成に関すること。 

(10) 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入

居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の拠点の整備に対

する助成等に関すること。 

 

介護保険課 

(1) 介護保険の事務の企画及び運営に関すること( 他の課の主管に属するものを

除く。) 。 
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(2) 介護保険料の算定に関すること。 

(3) 介護保険被保険者の資格の得喪、賦課徴収及び要介護認定等に係る総合調整に

関すること。 

(4) 介護保険の給付に関すること( 区役所の主管に属するものを除く。) 。 

(5) 介護保険料に係る特別徴収義務者への還付に関すること。 

(6) 介護保険に係る統計調査、事業報告等に関すること。 

(7) 介護保険制度の広報に関すること。 

(8) 区役所における介護保険の事務の指導及び連絡に関すること。 

(9) 介護保険関係職員の研修に関すること。 

(10) 横浜市介護認定審査会及び横浜市介護保険運営協議会に関すること。 

(11) 国民健康保険団体連合会に関すること( 他の部、課の主管に属するものを除

く。) 。 

 

 事業指導室 

(1) 指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者及び

指定介護予防支援事業者の指定、指導、調整、改善勧告、改善命令、指定効力停

止及び指定取消に関すること（他の課の主管に属するものを除く。）。 

(2) 指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者及び指定介護予防サービス

事業者への指導及び調整に関すること（他の課の主管に属するものを除く。）。 

(3) 介護保険制度における基準該当事業者の登録等に関すること。 

(4) 介護保険制度における住宅改修事業者の登録等に関すること。 

(5) 地域密着型サービスの拠点の整備に対する助成等に関すること（他の課の主管

に属するものを除く。）。 

 

健康安全部 

健康安全課 

(1) 健康安全に係る施策の企画及び調整に関すること。 

(2) 感染症の予防、医療、発生動向の調査等に関すること（保健所事務分掌規則第

３条健康安全課の項第１号から第４号まで並びに第４条福祉保健課の項第３号及

び第４号に掲げる事務を除く。）。 

(3) 予防接種に関すること。 

(4) 横浜市予防接種事故対策調査会に関すること。 

 

生活衛生課 

(1) 墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）に基づく経営の許可等に

関すること。 

(2) 環境衛生関係団体に関すること。 

(3) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）に基

づく事業者の登録に関すること。 

(4) 昆虫等の防除に関すること（保健所事務分掌規則第４条生活衛生課の項第５号

に掲げる事務を除く。）。 

(5) その他生活衛生に関すること（保健所事務分掌規則第３条生活衛生課の項及び

第４条生活衛生課の項第１号から第８号までに掲げる事務を除く。）。 

(6) 衛生研究所に関すること。 
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食品衛生課 

(1) 食品衛生関係団体に関すること。 

(2) 食鳥処理の事業の許可、確認規程の認定等に関すること。 

(3) と畜場の設置の許可等に関すること。 

(4) 動物の愛護及び管理に関すること（保健所事務分掌規則第3条食品衛生課の項

第３号並びに第４条生活衛生課の項第13号及び第14号に掲げる事務を除く。）。 

(5) 動物の適正飼育を推進する施設の整備に関すること。 

(6) その他食品衛生に関すること（保健所事務分掌規則第３条食品衛生課の項及び

第４条生活衛生課の項第９号から第11号までに掲げる事務を除く。）。 

(7) 食肉衛生検査所、中央卸売市場食品衛生検査所及び畜犬センターに関すること。 

  

医療安全課 

(1) 医療に係る相談等に関すること。 

(2) 医療安全情報の提供に関すること。 

(3) 医療安全研修に関すること。 

(4) その他医療安全の確保に関すること。 

(5) 医療法(昭和23年法律第205号)に基づく許可及び認可に関すること。 

 

保健事業課 

(1) 保健事業の企画及び調整に関すること。 

(2) 健康増進に関すること。 

(3) 栄養改善に関すること。 

(4) 歯科保健に関すること（母子保健に係るものを除く。）。 

(5) 献血の推進等に関すること。 

(6) 保健活動推進員に関すること。 

(7) 原子爆弾被爆者の援護に関すること（生活福祉部の主管に属するものを除く。）。 

(8) 難病対策に関すること。 

(9) その他疾病対策に関すること（他の部、課の主管に属するものを除く。）。 

(10) 公害健康被害の調査、補償及び救済に関すること。 

(11) 横浜市公害健康被害認定審査会及び横浜市公害健康被害診療報酬審査会に関

すること。 

(12) その他公害保健福祉に関すること。 

(13) 衛生に係る統計及び人口動態統計に関すること。 

(14) 財団法人横浜市総合保健医療財団に関すること。 

(15) 横浜市スポーツ医科学センター及び横浜市総合保健医療センターに関するこ

と。 

(16) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

環境施設課 

(1) 市営墓地、斎場及び霊堂の運営管理に関すること。 

(2) 市営墓地、斎場及び霊堂の整備に関すること。 
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保健所事務分掌 

 

健康安全部 

健康安全課 

(1) 横浜市感染症診査協議会に関すること。 

(2) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第 

114号に基づく他の行政機関との協議に関すること。 

(3) 検疫法(昭和 26 年法律第201 号)に基づく検疫感染症の患者に係る通報の受理

及び検疫の免除の許可に関すること。 

(4) 次条福祉保健課の項第3号及び第4号並びに同条生活衛生課の項第11号及び 

第16号に掲げる事務の総括に関すること。 

(5) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

生活衛生課 

(1) 温泉法(昭和 23 年法律第125 号)に基づく温泉の利用の許可及びその取消し、

温泉の成分等の掲示内容の届出及びその変更命令、管理者に対する措置命令並び

に土地の掘削許可等に関して神奈川県知事に提出する書類の経由事務に関するこ

と。 

(2) 温泉法施行細則（昭和59年３月横浜市規則第11号）に基づく温泉利用事項の

変更並びに温泉利用施設の廃止及び休止の届出に関すること。 

(3) 化製場等に関する法律(昭和 23 年法律第140 号)に基づく化製場及び死亡獣畜

取扱場の設置の許可、変更の届出及び許可の取消しに関すること。 

(4) 化製場等に関する法律施行細則（昭和59年９月横浜市規則第93号）に基づく

化製場等の設置事項の変更並びに経営の停止及び廃止の届出に関すること。 

(5) えなその他出産に伴う産あい物処理業者条例(昭和25年神奈川県条例第52号)

に基づく焼却場及び消毒所の施設の検査、事情の聴取、立入検査、特別の施設の

設置命令及び薬品類等の検査等並びに神奈川知事に提出する書類の経由事務に関

すること。 

(6) 墓地、埋葬等に関する法律(昭和23年法律第48号)に基づく報告の徴収及び立

入検査に関すること。 

(7) 横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例(平成 14 年 12 月横浜市条例第 57

号)に基づく立入調査に関すること。 

(8) 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律(昭和 48 年法律第112 号)に

基づく措置命令、報告の徴収、立入検査、質問及び収去に関すること。 

(9) 次条生活衛生課の項第１号から第８号までに掲げる事務の総括に関すること。 

 

食品衛生課 

(1) 食品衛生関係営業の監視及び指導に関すること。 

(2) 食品等の検査に関すること。 

(3) 次条生活衛生課の項第９号、第10号及び第12号から第14号までに掲げる事

務の総括に関すること。 
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医療安全課 

(1) 医事及び薬事に関すること（医療法（昭和23 年法律第205 号）に基づく許可

及び認可並びに次条生活衛生課の項第15号に掲げる事務を除く。）。 

(2) 次条生活衛生課の項第15号に掲げる事務の総括に関すること。 

 

 

福祉保健センター 

福祉保健課 

(1) 国民生活基礎調査規則(昭和61年厚生省令第39号)等に基づく調査票等の審査

整理及び提出に関すること。 

(2) 人口動態調査令(昭和 21 年勅令第447 号)に基づく調査票の審査及び提出に関

すること。 

(3) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく事務(同法

に基づく医療費の負担、医療機関の指定、厚生労働大臣への報告、感染症発生時

の調査協力依頼及び感染症に係る情報の公表に関する事務並びに前条健康安全課

の項第1号及び第2号並びにこの条生活衛生課の項第5号に掲げる事務を除く。)

に関すること。 

(4) 検疫法に基づく検査、消毒その他検疫感染症の予防上必要な措置に関すること。 

(5) 健康増進法(平成 14 年法律第103 号)に基づく栄養指導その他の保健指導、特

定給食施設及び特別用途食品等に関すること。 

(6) 横浜市小規模給食施設の栄養管理に関する条例(平成12年2月横浜市条例第6

号)に基づく事務に関すること。 

(7) センター内他の課の主管に属しないこと。 

 

生活衛生課 

(1) 環境衛生関係営業に関すること。 

(2) 墓地、火葬場等の管理者の届出等に関すること。 

(3) 専用水道、簡易専用水道、小規模受水槽水道、飲用井戸等の衛生に関すること。 

(4) 建築物における衛生的環境の確保に関すること(事業者の登録に関する事務を

除く。)。 

(5) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づくねずみ族、

昆虫等の駆除並びに消毒(患者がいる場所及びいた場所並びに感染症により死亡

した者の死体がある場所及びあった場所に係るものを除く。)に関すること。 

(6) 居住衛生に関すること。 

(7) 有害物質を含有する家庭用品の衛生に関すること。 

(8) 前各号に掲げる事務に係る苦情受付及び調査に関すること。 

(9) 食品衛生関係営業に関すること。 

(10) 食中毒の予防に関すること。 

(11) 食中毒の発生措置に関すること。 

(12) 狂犬病予防に関すること。 

(13) 動物の愛護及び管理に関する法律(昭和 48 年法律第105 号)に基づく動物取扱

業者の動物の管理方法等の改善勧告、措置命令、報告の徴収及び立入検査、生活

環境の損失を生じさせる事態の除去に必要な勧告及び措置命令、特定動物飼養者

に対する措置命令、報告の徴収及び立入検査、犬及びねこの引取り並びに動物の
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収容に関すること。 

(14) 横浜市動物の愛護及び管理に関する条例(平成 18 年 3 月横浜市条例第 17 号)

に基づく事務に関すること。 

(15) 医療施設調査規則(昭和28年厚生省令第25号)、患者調査規則(昭和28年厚生

省令第26号)及び医療法施行令(昭和23年政令第326号)に基づく調査票等の受理

及び送付、医師等の免許の経由事務、施術所、歯科技工所、薬局、薬局製造販売

医薬品の製造販売業及び製造業、医薬品の販売業、医療機器の販売業及び賃貸業

並びに毒物劇物販売業に関すること。 

(16) 健康危機管理に関すること。 

 

高齢・障害支援課 

（西福祉保健センター、栄福祉保健センター、泉福祉保健センターを除く） 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和 25 年法律第123 号)に基づく

書類の経由事務に関すること(精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療に関す

る事務を除く。)。 

(2) 児童福祉法(昭和 22 年法律第164 号)に基づく身体障害児の療育の指導等に関

すること(神奈川福祉保健センター、中福祉保健センター、都筑福祉保健センター

及び瀬谷福祉保健センター(以下「神奈川福祉保健センター等」という。)に限る。)。 

(3) 身体障害者福祉法施行令(昭和25年政令第78号)に基づく診査を受けるべき旨

の通知の受理、障害程度の変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた

者に係る通知の受理に関すること(神奈川福祉保健センター等に限る。)。 

 

こども家庭支援課 

（西福祉保健センター、栄福祉保健センター、泉福祉保健センターを除く） 

(1) 児童福祉法に基づく身体障害児の療育の指導等に関すること(神奈川福祉保健

センター等を除く。)。 

(2) 身体障害者福祉法施行令に基づく診査を受けるべき旨の通知の受理、障害程度

の変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた者に係る通知の受理に関

すること(神奈川福祉保健センター等を除く。)。 

(3) 母子保健法(昭和 40 年法律第141 号)に基づく妊娠の届出の経由事務に関する

こと。 

 

こども家庭障害支援課 

(西福祉保健センター、栄福祉保健センター、泉福祉保健センター) 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく書類の経由事務に関する

こと(精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療に関する事務を除く。)。 

(2) 児童福祉法に基づく身体障害児の療育の指導等に関すること。 

(3) 身体障害者福祉法施行令に基づく診査を受けるべき旨の通知の受理、障害程度

の変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた者に係る通知の受理に関

すること。 

(4) 母子保健法に基づく妊娠の届出の経由事務に関すること。 

 

 

－ 24 －



１ 平成21年度一般会計歳入決算状況
（単位：円）

0繰 入 金 164,388,000 164,388,000 164,388,000 0 100.0%

収入率

(％)
(B)/(A)

調  定  額  (A) 差 引 (A)-(B)収 入 済 額 (B)科 目 予 算 現 額

57,121,012

109,667,554

1,340,509,459

16,117,550

0

57,117,912

0

3,100

3,843,524,987

1,755,905,725

100,457,544,005

20,309,289,924

0111,001,000

67,007,000

23,517,977,000

5,184,034,446

1,772,023,275

100,457,544,005104,608,112,000

1,866,514,000

5,206,147,000

20,309,289,924

2,332,527,793

109,667,554

4,215,000,000

133,244,965,900

2,633,169,491

4,215,000,000

134,902,237,707

74.1%

99.1%

100.0%

100.0%

0

17,799,840

100.0%

0

財 産 収 入 3,100

0

0

100.0%

98.8%

88.6%

79,775,061

県 支 出 金

合 計

市 債

諸 収 入

100.0%

寄 付 金

収入未済額不納欠損額

0

4,598,981

57,376,240 1,283,133,219

11,518,569

0

0

1,577,496,746

国 庫 支 出 金

使用料及び手数料

分担金及び負担金

300,641,698

0

1,657,271,807142,563,798,000

4,215,000,000

2,807,652,000

差 引 の 内 訳

0

0

282,841,858

0

予算・決算
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２ 平成21年度一般会計歳出決算額
（単位：円） 

差 引

(A)-(B) 繰 越 額 不 用 額

257,130,131,334 248,629,733,974 96.7% 8,500,397,360 1,993,594,050 6,506,803,310

38,770,616,000 38,072,213,016 98.2% 698,402,984 0 698,402,984

社 会 福 祉 総 務 費 24,104,112,000 23,945,306,094 99.3% 158,805,906 0 158,805,906

社 会 福 祉 事 業 振 興 費 3,676,150,000 3,556,911,498 96.8% 119,238,502 0 119,238,502

国 民 年 金 費 154,158,000 129,476,352 84.0% 24,681,648 0 24,681,648

地 域 ケ ア プ ラ ザ 運 営 費 2,230,255,000 2,164,508,056 97.1% 65,746,944 0 65,746,944

ひ と り 親 家 庭 等 医 療 費 1,637,530,809 1,637,530,809 100.0% 0 0 0

小 児 医 療 費 6,968,410,191 6,638,480,207 95.3% 329,929,984 0 329,929,984

64,636,697,734 64,636,697,734 100.0% 0 0 0

障 害 者 福 祉 費 46,885,133,601 46,885,133,601 100.0% 0 0 0

こころの健康相談ｾﾝﾀｰ等運営費 330,788,141 330,788,141 100.0% 0 0 0

障 害 者 手 当 費 2,767,094,191 2,767,094,191 100.0% 0 0 0

重 度 障 害 者 医 療 費 11,734,414,837 11,734,414,837 100.0% 0 0 0

障 害 者 福 祉 施 設 運 営 費 556,679,516 556,679,516 100.0% 0 0 0

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 等 運 営 費 2,362,587,448 2,362,587,448 100.0% 0 0 0

9,748,621,000 9,369,527,449 96.1% 379,093,551 0 379,093,551

老 人 措 置 費 2,490,870,000 2,405,116,069 96.6% 85,753,931 0 85,753,931

老 人 福 祉 費 6,736,050,000 6,515,961,619 96.7% 220,088,381 0 220,088,381

老 人 福 祉 施 設 運 営 費 521,701,000 448,449,761 86.0% 73,251,239 0 73,251,239

106,398,170,000 105,545,123,823 99.2% 853,046,177 0 853,046,177

生 活 保 護 費 104,252,385,000 103,761,196,136 99.5% 491,188,864 0 491,188,864

援 護 対 策 費 2,145,785,000 1,783,927,687 83.1% 361,857,313 0 361,857,313

18,832,199,600 16,556,774,281 87.9% 2,275,425,319 1,993,594,050 281,831,269

健 康 福 祉 施 設 整 備 費 18,832,199,600 16,556,774,281 87.9% 2,275,425,319 1,993,594,050 281,831,269

16,797,642,000 12,633,351,378 75.2% 4,164,290,622 0 4,164,290,622

予 防 費 7,420,044,000 4,954,083,482 66.8% 2,465,960,518 0 2,465,960,518

健 康 診 査 費 3,855,166,105 2,535,286,881 65.8% 1,319,879,224 0 1,319,879,224

健 康 づ く り 費 385,224,211 385,224,211 100.0% 0 0 0

医 療 対 策 費 3,360,953,000 3,070,184,189 91.3% 290,768,811 0 290,768,811

地 域 保 健 推 進 費 1,037,215,684 1,037,215,684 100.0% 0 0 0

公害・石綿健康被害対策事業費 739,039,000 651,356,931 88.1% 87,682,069 0 87,682,069

1,946,185,000 1,816,046,293 93.3% 130,138,707 0 130,138,707

食 品 衛 生 費 120,950,974 114,370,147 94.6% 6,580,827 0 6,580,827

衛 生 研 究 所 費 139,104,605 139,104,605 100.0% 0 0 0

食 肉 衛 生 検 査 所 費 99,805,026 99,805,026 100.0% 0 0 0

環 境 衛 生 指 導 費 90,875,000 85,232,039 93.8% 5,642,961 0 5,642,961

葬 務 費 1,396,288,395 1,295,370,564 92.8% 100,917,831 0 100,917,831

動 物 保 護 指 導 費 99,161,000 82,163,912 82.9% 16,997,088 0 16,997,088

91,122,728,000 91,110,362,857 100.0% 12,365,143 0 12,365,143

91,122,728,000 91,110,362,857 100.0% 12,365,143 0 12,365,143

国民健康保険事業費会計繰出金 29,188,917,000 29,188,917,000 100.0% 0 0 0

老人保健医療事業費会計繰出金 0 0 - 0 0 0

介 護 保 険 事 業 費 会 計 繰 出 金 26,767,648,000 26,758,173,000 100.0% 9,475,000 0 9,475,000

後期高齢者医療事業費会計繰出金 21,184,368,000 21,184,368,000 100.0% 0 0 0

公害被害者救済事業費会計繰出金 10,656,000 9,026,649 84.7% 1,629,351 0 1,629,351

水 道 事 業 会 計 繰 出 金 598,542,000 598,541,208 100.0% 792 0 792

自 動 車 事 業 会 計 繰 出 金 4,693,335,000 4,692,075,000 100.0% 1,260,000 0 1,260,000

高 速 鉄 道 事 業 会 計 繰 出 金 2,010,346,000 2,010,346,000 100.0% 0 0 0

病 院 事 業 会 計 繰 出 金 6,668,916,000 6,668,916,000 100.0% 0 0 0

348,252,859,334 339,740,096,831 97.6% 8,512,762,503 1,993,594,050 6,519,168,453

障 害 者 福 祉 費

執 行 率
(％)

(B)/(A)

特 別 会 計 繰 出 金

健 康 福 祉 施 設 整 備 費

老 人 福 祉 費

公 衆 衛 生 費

環 境 衛 生 費

左  の  内  訳
支 出 済 額 (B)

歳 出 合 計

区 分 予 算 現 額 (A)

生 活 援 護 費

健 康 福 祉 費

諸 支 出 金

社 会 福 祉 費
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３ 平成21年度特別会計決算額

（単位：円） 

収入支出差引

過△不足額

国民健康保険事業費会計 322,165,978,000 296,568,964,429 314,413,480,955 △ 17,844,516,526

老人保健医療事業費会計 777,455,000 846,813,857 642,137,866 204,675,991

介 護 保 険 事 業 費 会 計 188,906,838,000 182,774,911,349 179,095,947,163 3,678,964,186

後期高齢者医療事業費会計 48,708,646,000 48,664,283,618 48,344,511,060 319,772,558

公害被害者救済事業費会計 38,009,000 49,108,441 23,747,865 25,360,576

新 墓 園 事 業 費 会 計 1,025,828,000 1,039,447,347 688,529,433 350,917,914

※収入支出差引不足額は、翌年度繰上充用で、収入支出差引残額は、翌年度繰越

支 出 済 額収 入 済 額歳入歳出予算現額
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